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令和３年１２月

京都市 都市計画局 都市計画課

資料３

京都市や都市計画に関連する動向

1

【定住人口】
・人口１００万人以上都市のＤＩＤ人口密度（S35〜H27） ５
・京都市の人口の推移と推計（S40〜R27） ６
・京都市の人口推移と推計（人口ピラミッドH2〜R27） ７
・行政区別の人口の推移（S30〜H27） ８
・人口集中地区，行政区別の人口増減（H27→R2） ９
・人口推移と推計《人口ピラミッド・行政区別》（H2→R27） １０
・行政区別の社会動態の推移（H24→R3） １１
・社会動態《東京都，近隣市町への転出超過》（R3） １２
・社会動態《就職，結婚・子育て世代の転出超過》（R3） １３
・社会動態《年代別》（R3） １４

《転入・転出先エリア図（凡例）》 １５
《年代別（15〜19歳）・男女別》（R3） １６
《年代別（20〜29歳）・男女別》（R3） １７

・主な私立大学の就職地域の比率（R1） １８
・社会動態《年代別（30〜39歳）・男女別》（R3） １９

《年代別（30〜39歳）・男女別・区別・転出》（R3） ２０
《20・30代・周辺市町別》（R3） ２１
《外国人》（R3） ２２

・周辺市町への社会動態と住宅開発動向（H21〜H25） ２３
（H26〜H30） ２４

【商業・業務機能】
・商業・業務機能施設の床面積増加率（H22→R2） ３６

【昼夜間人口】
・人口密度（H22），従業者の分布状況（H26） ３７
・京都市への通勤・通学流入の推移（S55〜H27） ３８
・就業者人口《行政区別・男女別》（H27） ３９

《行政区別・市内居住者の就業地比率》（H27） ４０
《行政区別・市内就業者の居住地比率》（H27） ４１
《年齢別・市内居住者の就業地比率》（H27） ４２

・政令市比較《全人口》（H22→H27） ４３
《就業者人口》（H22→H27） ４４
《通学者人口》（H22→H27） ４５
《その他》（H22→H27） ４６

・周辺市町比較《全人口》（H22→H27） ４７
《就業者人口》（H22→H27） ４８
《通学者人口》（H22→H27） ４９
《その他》（H22→H27） ５０

・周辺市町村から４政令市への通勤・通学者数割合（H27） ５１

【住環境】
・住宅建築の年代別状況 ２５
・各行政区における住宅建築の年代別状況 ２６
・種類別の空き家数 ２７
・空き家率と空き家数の推移《行政区別》（H25→H30） ２８
・空き家数，空き家率，賃貸率，高齢化率《行政区別》（H30） ２９
・持ち家・賃貸に居住する世帯の割合（H27） ３０

【住環境】
・日常生活に必要な施設《医療・福祉》 ３１

《商業施設》 ３２
・マンションの住⼾面積《周辺市比較》（H26〜R1） ３３
・ﾏﾝｼｮﾝの平均価格（㎡単価）《周辺市比較》（H29→R1） ３４
・住宅地の地価（㎡単価）《周辺市比較》（H30） ３５

＜目次＞
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【産業・働く場】
・市内総生産の構成比（京都市と政令市平均） ５３
・市内総生産・⼀人当たりの市⺠所得《推移》《政令市比較》 ５４
・工場等の市外移転（規模・理由） ５５
・市内に常住する従業者（15歳以上）の就業地の変化 ５６
・テナントビルの空室率と平均賃料の推移 ５７
・クリエイティブ産業の定義 ５８
・クリエイティブ産業の事業数《政令市比較》(H28) ５９

《ﾌｧｯｼｮﾝ業・行政区別》(H28) ６０
・新しい産業の形態 ６１
・新しい産業の立地状況 ６２
・コワーキングスペースの事例《京町家・目的特化》 ６３

《子育て・周辺部》 ６４
・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾆｯﾁﾄｯﾌﾟ企業の概要 ６５
・コンテンツ産業の概要 ６６

【参考】
・日本の都市特性評価（R3） ８０
・新型コロナウイルス感染症の影響（令和３年6月内閣府調査） ８１
・生産緑地の指定状況 ８９
・細街路の分布状況 ９０

【都市圏・他都市】
・人口，産業《大都市比較》 ７７
・人口１００万人当たりの用途地域面積《政令市比較》 ７８
・物流施設の立地状況《南山城地域》（H22〜R2） ７９

【大学・観光・文化・公共交通】
・大学・短期大学の立地状況 ６７
・学生数の推移，留学生数の推移 ６８
・観光客数の推移 ６９
・交流人口・観光客の訪問先（上位２５位） ７０
・宿泊施設の立地状況 ７１
・世界文化遺産，京町家の分布状況 ７２
・寺社の分布状況 ７３
・公共交通の利用状況 ７４
・公共交通のネットワーク状況 ７５
（参考）・他都市との比較 ７６
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資料）総務省「国勢調査（平成27年まで）」

【定住人口】人口１００万人以上都市のＤＩＤ人口密度（S35～H27）

5
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年齢不詳人口（人） 年少人口（0〜14歳）（人） 生産年齢人口（15〜64歳）（人） 老年人口（65歳以上）（人） 世帯数 1世帯あたり平均人員

3人に1人が高齢者に

生産年齢人口のピーク
（昭和46～49年生まれ）

年少人口のピーク
（昭和46～49年生まれ） 資料）総務省「国勢調査（平成27年まで）」，

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」（令和2年以降）

H27→R22 △13万人

○本市の人口は，平成27年まで147万人前後でほぼ横ばいだが，以降は減少に転じ，
令和22年までには約13万人減少すると推計されている。

実績値 将来推計値（何も対策を講じない場合）

【定住人口】京都市の人口の推移と推計（S40～R27）
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資料）総務省「国勢調査（平成2年，平成27年）」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）」（令和7年，令和22年，令和27年）

○令和7年には，3人に1人が高齢者となる見込み。令和22年には，生産年齢人口が
平成27年比マイナス18%となる見込み。

平成2年 平成27年 令和7年 令和22年 令和27年

【定住人口】京都市の人口推移と推計（人口ピラミッドH2～R27）

154,518

7

【定住人口】行政区別の人口の推移（S30～R2）

北区, 117,252 

上京区, 149,835 

上京区, 83,949 

左京区, 166,436 

左京区, 166,254 
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中京区, 110,557 
東山区, 93,985 
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下京区, 145,871 

下京区, 82,811 
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右京区, 96,270 

右京区, 202,193 

⻄京区, 23,169 

⻄京区, 149,864 
伏見区, 118,031 

伏見区, 278,131 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

人

北区 上京区 左京区 中京区 東山区 山科区
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※東山，山科，右京，⻄京区の昭和50年までの数値は，分区当時の区域内の国勢統計区の値を掲載
右京区の平成17年からの数値は，京北地域を含んだ値を掲載

○ニュータウン開発が行われた⻄京，伏見区では，人口が急増。⼀⽅，上京，中京，
東山，下京区は，昭和30年当時の半数程度の人口となっている。

資料）総務省「国勢調査（令和２年）」
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【定住人口】人口集中地区，行政区別の人口増減（H27→R2）

資料）総務省「国勢調査（平成27年，令和2年）」※令和2年は速報値

行政区別の人口の増減

市内中心部では人口が増加
周辺部では減少

人口集中地区の状況

資料）国土交通省「国土数値情報（ＤＩＤ人口集中地区，平成27年）」

H27→R2H27

※人口集中地区（ＤＩＤ）：
人口密度が40人/ha以上の基本単位が互いに
隣接して，人口5,000人以上となる地区のこと
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-2524

山科区
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⻄京区
-1098

東山区
-2393

人口集中地区は，市街化区域とほぼ同じ
人口密度も約９８人／haと高い 9
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【定住人口】人口推移と推計《人口ピラミッド・行政区別》（H2→R27）
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【凡例】

（６５歳以上）

（１５〜６４歳）

（１４歳以下）

：Ｈ２
(1990年)

：Ｒ２７
(2045年)

資料）総務省「国勢調査（平成２年）」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和２７年）」

○周辺部の人口減少，少子高齢化が著しく進展すると推計される。

（人）
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高齢者人口は周辺部で転入超過
北部・中心部では転出超過

市内中心部では生産年齢人口が転入超過
周辺部では転出超過

【定住人口】行政区別の社会動態の推移（H24→R3）

資料）京都市「住⺠基本台帳（平成24年〜令和３年）」
※日本人のみ

資料）京都市「住⺠基本台帳（平成24年〜令和３年）」
※日本人のみ

生産年齢人口
H24→R3
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▲4,420

高齢者人口
H24→R3

北区
▲61 左京区

▲212

上京区
▲178

中京区
▲265
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11

【定住人口】社会動態《東京都，近隣市町への転出超過》（R3）
【本市と他都市との転入・転出の状況（令和３年）】
○国外からの転入が大幅減少したことにより，本市全体で転出超過
○東京圏，大阪府，府南部，滋賀県に対して転出超過

京都市 東京圏

滋賀県大阪府
京都府
南部

-1,134人

8,586人

7,452人

4,775人

3,528人

-1,247人

5,655人

4,864人

-791人

9,448人

7,259人

-2,189人

国外（＋863人）
府北部（＋230人）
中国地方（＋484人）
九州地方（＋287人）
四国地方（＋293人）
中部地方（＋322人）

など

-1,567人

-2,430人

※国外からの
転入・転出を
除いた数字

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」 ※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計

※転出元不詳を除く

※転出元不詳を除く
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【定住人口】社会動態《就職，結婚・子育て世代の転出超過》（R3）

245 318 179 226 

-239 -297 -115 -223 

6 21 64 3 

東京都 大阪府 滋賀県 京都府南部

15〜19歳 転入 転出 増減

995 

1,717 

814 897 

-1,627 

-2,212 

-682 -701 -632 -495 

132 196 

東京都 大阪府 滋賀県 京都府南部

20〜24歳

535 
1,016 

447 610 

-588 

-1,359 

-736 -838 

-53 
-343 -289 -228 

東京都 大阪府 滋賀県 京都府南部

30〜34歳

358 529 
252 375 

-348 
-771 

-464 -519 

10 

-242 -212 -144 

東京都 大阪府 滋賀県 京都府南部

35〜39歳

831 

1,781 

775 
1,082 

-1,188 

-2,538 

-1,018 -1,140 

-357 
-757 

-243 -58 

東京都 大阪府 滋賀県 京都府南部

25～29歳

２０代
就職時などに，東京都，大阪府へ転出超過

３０代
子育て，住宅購入時などに，
大阪府，滋賀県，京都府南部へ転出超過

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」 ※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計 13
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【定住人口】社会動態《年代別》（R3）

○大学入学期にあたる，１５〜１９歳が転入している。
○就職・子育て・住宅購入期にあたる，２０代・３０代が転出している。

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」

（転入）
（人）

※日本人のみ 市内移動を除く。
※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計転入 転出 増減 14
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【定住人口】社会動態《転入・転出先エリア図（凡例）》

丹後地域：
宮津市，京丹後市，与謝郡（伊根町，与謝野町）

【京都府】

中丹地域：
福知山市，舞鶴市，綾部市

南丹地域：
⻲岡市，南丹市，船井郡（京丹波町）

京都市

乙訓地域：
向日市，⻑岡京市，⼄訓郡（大山崎町）
南山城地域：
宇治市，城陽市，八幡市，京田辺市，
久世郡（久御山町），綴喜郡（井手町，宇治田原町）
相楽地域：
木津川市，相楽郡（笠置町，和束町，精華町，南山城村）

【滋賀県】
湖南地域：
草津市，守山市，栗東市，野洲市

大津市

【大阪府】
三島地域：
吹田市，高槻市，茨木市，摂津市，島本町

大阪市

北河内地域：
守口市，枚⽅市，寝屋川市，大東市，門真市，
四條畷市，交野市 15

【定住人口】社会動態《年代別（15～19歳）・男女別》（R3）

【男性】 【女性】
転入 転出

1位 大阪府(145) 大阪府(105)

2位 兵庫県(140) 南山城地域(81)

3位 東京都(115) 東京都(80)

4位 愛知県(98) 滋賀県(56)

5位 南山城地域(87) 中丹地域(39)

6位 福岡県(87)※同位 神奈川県(37)

7位 広島県(86) 兵庫県(35)

8位 滋賀県(72) 奈良県(28)

9位 静岡県(70) ⼄訓地域(25)

10位 北海道(68) 南丹地域(23)

転入 転出
1位 大阪府(118) 大阪府(118)

2位 滋賀県(99) 東京都(69)

3位 愛知県(96) 南山城地域(68)

4位 南山城地域(83) 滋賀県(49)

5位 兵庫県(80) 兵庫県(30)

6位 福岡県(77) 奈良県(23)

7位 静岡県(74) ⼄訓地域(22)

8位 東京都(67) 千葉県(19)

9位 広島県(65) 神奈川県(17)※同位

10位 北海道(49) 国外(17)※同位

※日本人のみ 市内移動を除く。
※（ ）内は，人数を示す。

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」

○大学入学を機に，様々な都道府県から転入している。

※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計 16
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【定住人口】社会動態《年代別（20～29歳）・男女別》（R3）

【男性】 【女性】
転入 転出

1位 大阪府(1429) 大阪府(1877)

2位 滋賀県(679) 東京都(1292)

3位 兵庫県(666) 滋賀県(745)

4位 東京都(644) 兵庫県(579)

5位 南山城地域(599) 南山城地域(469)

6位 愛知県(363) 神奈川県(450)

7位 神奈川県(289) 愛知県(387)

8位 ⼄訓地域(270) ⼄訓地域(344)

9位 奈良県(232) 千葉県(223)

10位 南丹地域(219) 埼玉県(205)

転入 転出
1位 大阪府(1544) 大阪府(2132)

2位 滋賀県(826) 東京都(1100)

3位 兵庫県(684) 滋賀県(818)

4位 南山城地域(583) 兵庫県(563)

5位 東京都(519) 南山城地域(488)

6位 愛知県(317) 神奈川県(349)

7位 ⼄訓地域(271) ⼄訓地域(319)

8位 南丹地域(249) 愛知県(315)

9位 奈良県(246) 千葉県(205)

10位 中丹地域(226) 福岡県(194)

※日本人のみ 市内移動を除く。
※（ ）内は，人数を示す。

○就職を機に，東京都・大阪府等に転出している。

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」
※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計 17

【定住人口】主な私立大学の就職地域の比率（R1）

大学名
就職先の都道府県別の比率

京都府 東京圏 愛知県 大阪府 滋賀県 兵庫県 その他
同志社大学 7.7% 50.0% 4.1% 20.7% 1.1% 3.6% 12.8%
立命館大学 9.6% 45.4% 5.0% 18.7% 2.4% 2.5% 16.5%
京都外国語短期大学 14.0% 39.5% 0.0% 25.6% 0.0% 11.6% 9.3%
同志社女子大学 14.6% 23.9% 2.5% 36.0% 3.1% 5.4% 14.6%
京都外国語大学 14.9% 37.0% 3.4% 25.5% 1.4% 4.3% 13.5%
龍谷大学 17.5% 31.5% 3.0% 25.4% 5.3% 3.5% 13.8%
京都産業大学 17.7% 33.1% 3.3% 22.7% 3.2% 4.7% 15.3%
京都ノートルダム女子大学 24.4% 29.5% 4.1% 20.7% 9.7% 1.4% 10.1%
京都橘大学 24.9% 15.5% 2.2% 19.4% 18.6% 4.0% 15.5%
京都華頂大学 27.8% 18.6% 2.1% 17.5% 17.5% 2.1% 14.4%
佛教大学 29.2% 18.5% 2.2% 23.7% 8.6% 4.7% 13.0%
京都光華女子大学短期大学部 31.5% 20.2% 3.4% 13.5% 14.6% 5.6% 11.2%
京都光華女子大学 33.1% 16.5% 1.7% 25.3% 11.3% 2.5% 9.6%
池坊短期大学 33.3% 27.6% 0.6% 16.7% 12.2% 2.6% 7.1%
龍谷大学短期大学部 42.9% 3.8% 0.0% 23.7% 12.2% 2.6% 14.7%
大谷大学 43.6% 7.0% 1.0% 21.5% 9.2% 2.8% 14.9%
華頂短期大学 45.1% 2.8% 2.1% 14.8% 29.6% 0.7% 4.9%

【全体】 15.3% 36.7% 3.6% 22.2% 4.3% 3.5% 14.3%

資料）独立行政法人大学改革支援・学位授与機構「大学ポートレート」
の公表情報を基に本市作成

○東京圏・大阪府に就職している比率が高い。

※東京圏：東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県
※令和２年５月１日現在の就職先所在地（都道府県）別

18
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【定住人口】社会動態《年代別（30～39歳）・男女別》（R3）

【男性】 【女性】

※日本人のみ 市内移動を除く。
※（ ）内は，人数を示す。

転入 転出
1位 大阪府(706) 大阪府(998)

2位 東京都(420) 滋賀県(574)

3位 滋賀県(367) 東京都(433)

4位 南山城地域(269) 南山城地域(360)

5位 兵庫県(262) ⼄訓地域(276)

6位 ⼄訓地域(194) 兵庫県(262)

7位 愛知県(148) 国外(161)

8位 国外(143) 愛知県(159)

9位 神奈川県(126) 南丹地域(147)

10位 中丹地域(87)※同位
奈良県(87)※同位

神奈川県(129)

転入 転出
1位 大阪府(686) 大阪府(931)

2位 東京都(386) 滋賀県(570)

3位 滋賀県(307) 東京都(380)

4位 兵庫県(238) 南山城地域(330)

5位 南山城地域(237) 兵庫県(298)

6位 ⼄訓地域(150) ⼄訓地域(218)

7位 国外(133) 国外(166)

8位 愛知県(118) 神奈川県(143)

9位 神奈川県(117) 南丹地域(123)※同位

10位 奈良県(87) 愛知県(123)※同位

○大阪府・東京都・滋賀県・京都府（南山城・⼄訓）等に転出している。

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」
※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計 19

【定住人口】社会動態《年代別（30～39歳）・男女別・区別・転出》（R3）

男 性 女 性
１位 ２位 ３位 １位 ２位 ３位

北 区 大阪府(60) 滋賀県(25) 東京都(23) 大阪府(41) 東京都(25) 滋賀県(23)

上京区 大阪府(56) 東京都(34) 滋賀県(18) 大阪府(53) 滋賀県(30) 東京都(18)

左京区 大阪府(90) 滋賀県(61) 東京都(54) 大阪府(71) 滋賀県(69) 東京都(61)

中京区 大阪府(105) 東京都(54) 滋賀県(41) 大阪府(100) 東京都(56) 滋賀県(49)

東山区 大阪府(23) 滋賀県(16)※同位 東京都(16)※同位 大阪府(29) 滋賀県(19) 東京都(15)

下京区 大阪府(99) 東京都(64) 滋賀県(43) 大阪府(91) 滋賀県(49)※同位 東京都(49)※同位

南 区 大阪府(110) 滋賀県(68) ⼄訓地域(52) 大阪府(71) 滋賀県(54) ⼄訓地域(44)

山科区 滋賀県(124) 大阪府(76) 東京都(30) 滋賀県(109) 大阪府(77) 東京都(30)

右京区 大阪府(108) 滋賀県(51) ⼄訓地域(35) 大阪府(137) 滋賀県(42) 兵庫県(41)

⻄京区 大阪府(95) ⼄訓地域(78) 東京都(43) 大阪府(104) ⼄訓地域(52) 滋賀県(50)

伏見区 大阪府(176) 南山城地域(173) 滋賀県(85) 南山城地域(159) 大阪府(157) 滋賀県(76)

※日本人のみ 市内移動を除く。
※（ ）内は，人数を示す。

○北部，都心部においては，大阪府・東京都・滋賀県に転出している。
○周辺部においては，滋賀県・京都府(南山城・⼄訓)等，近接している地域への転出が目立つ。

【転出】

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」
※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計 20
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0
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2,000
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南山城地域 乙訓地域 相楽地域 南丹地域 大津市 湖南地域 大阪市 三島地域 北河内地域 東京都

【定住人口】社会動態《20・30代・周辺市町別》（R3）

○２０代は，東京都・大阪市へ大きく転出超過である。
○３０代は，周辺市町へ全体的に転出超過である。

【京都府】 【滋賀県】 【大阪府】２０代

３０代

転入 転出 増減

【東京都】

資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」
※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計 21
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【定住人口】社会動態《外国人》（R3）

○国外からは転入超過である。
○京都市内での転出入が多く，市内定住の傾向が見られる。

転入 転出 増減
資料）京都市「住⺠基本台帳（令和３年）」
※令和２年１０月〜令和３年９月末の年計 22
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【 定住人口】周辺市町への社会動態と住宅開発動向（H21〜H25）

○マンション開発の旺盛な隣接地域等に対して，転出超過の傾向である。

※社会動態：京都市「住⺠基本台帳（平成21〜25年）※前年10月から当年9月末の年計」
※マンションの⼾数：不動産経済研究所「全国マンション市場動向（2009〜2013年）」の発売⼾数

【凡例】 ：転出超過 ：当該年度に供給されたマンション⼾数
：人口規模（総務省「国勢調査」（平成22年））

京都市

南山城地域
（宇治市・城陽市・八幡市・
京田辺市・久世郡・綴喜郡）

乙訓地域
（向⽇市・⻑岡京市・乙訓郡）

相楽地域
（木津川市・相楽郡）

大津市

湖南地域
（草津市・守山市・
栗東市・野洲市）

北河内地域
（守口市・枚方市・寝屋川市・大東市・

門真市・四條畷市・交野市）

1,913⼾7,269⼾

0⼾

1,803⼾

1,331⼾168⼾3,631⼾

約４５万人約１１万人約１５万人
約１１９万人

約３４万人

約３２万人

3,107人

1,623人

大阪市

三島地域
（吹田市・高槻市・茨木市・

摂津市・島本町）

12,418⼾

36,645⼾

約２６７万人

約１１０万人

293人
820人 146人 917人

1,511人

4,816人

23

【 定住人口】周辺市町への社会動態と住宅開発動向（H26〜H30）

○マンション開発の旺盛な隣接地域等に対して，転出超過の傾向である。

京都市

南山城地域乙訓地域 相楽地域

大津市

湖南地域

大阪市

三島地域

北河内地域

8,226⼾

6,187⼾

※社会動態：京都市「住⺠基本台帳（平成26〜30年）※前年10月から当年9月末の年計」
※マンションの⼾数：不動産経済研究所「全国マンション市場動向（2014〜2018年）」の発売⼾数
※大規模マンションの⼾数：住友不動産販売のサイト「マンションライブラリー」に掲載されたマンションから算出
※分譲住宅（⼾建）：国土交通省「住宅着工統計」の利用関係が《分譲住宅》のうち，構造が《木造》であるもの（⼄訓郡，相楽郡，久世郡，綴喜郡，島本町を除く。）

【凡例】

約４４万人約１２万人約１５万人

約２６９万人

約１１２万人

約１１６万人

約３４万人

約３３万人

3,972人

2,017人

156人
3,015人 529人

1,200人

829人

2,497人

（大規模：7,842⼾）

（大規模：100⼾以上のマンション）

2,069⼾

8,447⼾
（大規模：1,751⼾）

1,563⼾

1,862⼾
（大規模：600⼾）7,412⼾

8,320⼾
（大規模：2,354⼾）

：転出超過 ：当該年度に供給されたマンション⼾数
：人口規模 （総務省「国勢調査」（平成27年）） ：当該年度に供給された分譲住宅（⼾建）

40,287⼾

13,281⼾

978⼾

1,881⼾
（大規模：296⼾）

491⼾

2,036⼾
（大規模：363⼾）

263⼾

926⼾
（大規模：263⼾）

1,541⼾

1,418⼾
（大規模：1,310⼾）

（大規模：21,699⼾）

24
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【住環境】住宅建築の年代別状況

○市内の住宅の約25％は耐震基準が古い昭和55年以前に建築されている。

4.4

13.5

4.8

0.3

5.6

11.1

7.3

2.6

13.6

15.9

12.4

13.2

15.8

12.7

13.1

18.3

18.9

13.6

19.9

20.7

17.1

11.0

18.6

19.0

11.6

7.3

11.6

13.4

13.0

15.0

12.5

12.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅総数
N=709,900

木造住宅
N=160,200

(22.6%)

防火木造住宅
N=170,200

(24.0%)

非木造住宅
N=379,500

(53.4%)

昭和25年以前 昭和26年〜45年 昭和46年〜55年 昭和56年〜平成2年
平成3年〜12年 平成13年〜22年 平成23年〜30年9月 不詳

昭和56年以降昭和55年以前

2.5%

4.4%

19.9%

19.2%

68.8%

63.4%

8.8%

13.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

京都市

昭和25年以前 昭和26年〜55年 昭和56年以降 不詳

資料）総務省「住宅・土地統計調査（平成30年）」 25

【住環境】各行政区における住宅建築の年代別状況

○耐震基準が古い昭和55年以前に建築されている住宅割合は，伏見区，山科区，東山区の
順で高い。

資料）総務省「住宅・土地統計調査（平成30年）」

10.0%

12.3%

12.4%

12.1%

9.2%

17.1%

10.0%

8.8%

11.0%

9.4%

7.0%

8.1%

13.6%

10.9%

9.4%

10.7%

8.4%

11.4%

19.1%

4.4%

12.0%

14.3%

15.5%

21.3%

15.8%

12.5%

14.5%

15.4%

15.3%

15.2%

13.4%

12.8%

14.3%

17.3%

21.5%

17.0%

8.1%

7.1%

8.0%

8.6%

5.9%

6.6%

7.6%

8.6%

7.3%

9.3%

9.3%

8.4%

10.8%

10.0%

9.0%

10.9%

12.8%

9.5%

12.0%

9.9%

12.0%

11.4%

11.9%

9.6%

8.2%

8.1%

9.0%

6.8%

12.3%

7.1%

8.1%

13.9%

8.1%

6.3%

6.3%

7.1%

8.9%

6.4%

8.6%

8.7%

10.2%

5.2%

8.7%

16.4%

8.5%

9.5%

6.8%

8.5%

8.1%

6.9%

10.9%

6.7%

10.3%

7.6%

5.0%

12.0%

11.2%

8.8%

6.3%

6.7%

3.5%

4.3%

3.6%

4.3%

2.6%

1.9%

2.6%

1.7%

4.4%

3.8%

2.5%

4.1%

13.0%

21.5%

14.7%

15.9%

13.0%

18.5%

13.4%

11.4%

11.2%

10.0%

12.8%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

京都市

北区

上京区

左京区

中京区

東山区

山科区

下京区

南区

右京区

西京区

伏見区

昭和45年以前 昭和46～55年 昭和56～平成2年 平成3～7年 平成8～12年

平成13～17年 平成18～22年 平成23～27年 平成28～30年9月 不詳

昭和56年以降昭和55年以前

26
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【住環境】種類別の空き家数

資料）京都市「空き家等対策計画」

京都市の種類別の空き家数の推移

種類別の空き家数の政令市平均との比較

○空き家数は近年，１１万件前後で推移。空き家の種類別では，本市は他政令市平均
に比べ，市場に流通していない⼀⼾建て等の割合が高い。

空き家数
二次的住宅 賃貸用 売却用

その他の住宅（※）（空き家数に占める割合）
うち 一戸建て 長屋建て 一戸建て・長屋建ての割合

京都市 106,000 2,200 54,600 4,200
45,000（42.5％）

うち 24,900 2,600 61.1％
政令市

89,600 1,200 56,600 3,900
27,900（31.1％）

平均 うち 13,500 1,500 53.8％
※ 二次的住宅（別荘など），賃貸用，売却用以外の市場に流通していない空き家（平成30年住宅・土地統計調査）

4,700 5,100 7,600 7,190 5,400 2,200 

42,200 
57,800 51,300 57,420 58,900 

54,600 

5,100 
7,350 4,900 

4,200 22,000 

29,800 33,000 
38,330 45,100 

45,000 

12,450 
20,900 

40,700 

58,060 
68,290 68,900 

92,700 97,000 

110,290 114,300 
106,000 

3.6%

5.1%

8.4%

10.5%
11.4% 10.9%

13.6% 13.2%
14.1% 14.0%

12.9%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

15.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

（
空

き
家

率
：

％
）

（
空

き
家

数
：

⼾
） その他の住宅

売却用住宅
賃貸用住宅
二次的住宅
空き家率

※ 昭和63年以前の調査に
関しては，空き家の種類別
の集計がない。

※ 平成10年以前の調査に関
しては，賃貸用住宅・売却
用住宅の区別がない。

27

【住環境】空き家率と空き家数の推移《行政区別》（H25→H30）

資料）総務省「住宅・土地統計調査（平成25年，30年）」

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H25H30 H25H30 H25H30 H25H30 H25H30 H25H30 H25H30 H25H30 H25H30 H25H30 H25H30

北区 上京 左京区 中京区 東山区 下京区 南区 山科区 右京区 ⻄京区 伏見区

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他住宅

（⼾）

0

5

10

15

20

25

北区 上京 左京区 中京区 東山区 下京区 南区 山科区 右京区 ⻄京区 伏見区

H25 H30空き家数

空き家率
（％）

○ほぼ全市的に，空き家率，空き家数とも減少傾向である。

28
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【住環境】空き家数，空き家率，賃貸率，高齢化率《行政区別》（Ｈ30）

資料）空き家数，空き家率及び賃貸率：総務省「住宅・土地統計調査（平成30年）」
高齢化率：総務省「国勢調査（平成27年）」を基に推計

○空き家率は高齢化率との相関関係が高い。

9,540 5,740 11,310 6,870 5,220 10,150 8,290 8,420 12,060 6,880 21,540 

14.1%

10.7% 11.8%
10.1%

19.6%

14.0% 14.8% 14.8%

11.3%
9.8%

14.7%

35.7%

46.6%

42.9%

46.4%
43.9%

33.7%

52.9%

41.6%

37.5% 36.4%

42.9%

29.1%
27.5% 28.2%

25.2%

33.5%

27.7%

31.2%

23.0%
25.6%

28.8% 28.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
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区

上
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左
京
区

中
京
区

東
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区

山
科
区

下
京
区

南
区

右
京
区

西
京
区

伏
見
区

（
空

き
家

率
・

高
齢

化
率

・
賃

貸
率

：
％

）

（
空

き
家

数
：

⼾
）

空き家数 空き家率 賃貸率 高齢化率

29

【住環境】持ち家・賃貸に居住する世帯の割合(H27)

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」

○周辺部で持ち家世帯の割合が高い傾向である。

30
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【住環境】日常生活に必要な施設《医療・福祉》

【福祉】高齢者福祉施設の立地状況【医療】医療施設の立地状況
○日常生活に必要な医療，福祉は広域的に分布している。

資料）国土交通省「国土数値情報（福祉施設データ）」 31

【住環境】日常生活に必要な施設《商業施設》

大規模商業施設，ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄの立地状況
○日常生活に必要な商業施設は広域的に分布している。

資料） NTTタウンページ㈱「iタウンページ」に掲載の大規模商業施設，スーパーマーケット，コンビニエンスストアを基に本市作成

コンビニエンスストアの立地状況
大規模商業施設
ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ

【凡例】

商店街

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ
【凡例】

32
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【住環境】マンションの住戸面積《周辺市比較》（H26～R1）

○京都市は，周辺市に比べて７０㎡超の住⼾の占める割合が低い。

資料）国土交通省「住宅着工統計（平成26年〜令和元年）」

6%

3%

1%

21%

6%

1%

4%

1%

2%

2%

3%

3%

1%

1%

2%

2%

4%

5%

5%

13%

24%

3%

25%

43%

31%

97%

100%

99%

54%

46%

39%

49%

9%

15%

17%

5%

8%

5%

33%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

京都市

宇治市

向⽇市

木津川市

大津市

草津市

高槻市

枚方市

〜30㎡ 31〜40㎡ 41〜50㎡ 51〜60㎡ 61〜70㎡ 71〜80㎡ 81〜90㎡ 91〜100㎡ 101㎡〜

住⼾面積７０㎡超住⼾面積７０㎡以下

（平成26年〜令和元年に建てられた分譲マンション⼾数のうち，当該面積の住⼾が占める割合）

33

【住環境】マンションの平均価格（㎡単価）《周辺市比較》（H29→R1）
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Ｈ２９

Ｒ１

資料）不動産経済研究所「全国マンション市場動向」（平成29年，令和元年）

○京都市周辺部と周辺市町との価格差は目立たない。
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【住環境】住宅地の地価（㎡単価）《周辺市比較》（H30）

資料）国土交通省「地価公示（平成30年）」

（円／㎡）

（ｍ）

（
基

準
地

点
の

地
価

《
住

宅
地

》
）

（基準地点から最寄り駅までの距離）
：京都市（地域中核拠点） ：周辺市（宇治市，向日市，⻑岡京市，大津市）※乗客数が概ね300万人／年以上の駅を抽出

○概ね京都市は100,000〜400,000円／㎡，周辺市は50,000〜250,000円／㎡に分布している。

※プロット上の駅名は，基準地点の最寄り駅を示す。

35

1,414 
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293 

1,562

926

306
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全市 都心部

（中京・東山・下京・南）

周辺部

（山科・西京・伏見）

万
㎡

平成２２年 令和２年

商業・業務機能施設の床面積増加率（H22→R2）

資料）京都市「土地利用現況調査（平成22年，令和2年）」

○商業・業務機能施設の床面積は，全市で増加傾向
○都心部に比べて，周辺部の増加は緩やか

1.16倍

1.05倍

1.10倍

※本市の土地利用現況調査において，用途区分が「百貨店」，「店舗」，
「業務」，「サービス」のいずれかに該当するものについて，床面積を集計
※各項目は，単位以下で四捨五入 36
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資料）経済産業省「経済センサス（基礎調査）（平成26年）」

【昼夜間人口】人口密度（H22），従業者の分布状況（H26）

資料）総務省「国勢調査（平成22年）」

人口密度（100mメッシュ） 従業者の分布状況（500mメッシュ）

○都心部を中心に，住む場所と働く場が共存している。

37

【昼夜間人口】京都市への通勤・通学流入の推移（S55～H27）

資料）総務省「国勢調査（平成27年まで）」

153,589 
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184,063 
194,619 

185,283 180,582 176,407 181,703 

61,290 
(2,265)
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(2,864)
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(3,941)
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(4,397)

65,872 
(3,688)
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人
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人

）

通勤流入人口 通学流入人口

※通学流入人口の（ ）内の数値は，１５歳未満の通学者数で，内数
38
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【昼夜間人口】就業者人口《行政区別・男女別》（H27）

27,043 -13,457 -5,572 -3,686 5,940 7,036 3,453 

13,246 -10,649 -2,222 -2,368 2,877 2,142 810 

18,796 -18,955 -3,049 -4,744 10,963 4,146 4,208 

11,455 -10,027 -1,672 -5,399 4,832 1,795 4,110 

7,648 -6,016 -976 -2,799 17,394 6,724 13,339 

3,406 -2,846 
-328 -938 4,869 1,149 1,960 

10,334 -8,646 -1,056 -3,354 20,741 6,269 10,086 

10,986 -11,953 -1,007 -2,446 6,366 1,367 2,949 

7,862 -7,744 -716 -2,032 8,763 2,563 3,833 

17,017 -12755-1,204 -4,360 9,142 2,110 4,964 

北 区

左京区

上京区

中京区

東山区

下京区

南 区

右京区

⻄京区

山科区

伏見区

市内他区で就業府内他市町村で就業他府県で就業

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

（男性）
（女性）

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」

11,985 -9,892 -273 -858 6,535 816 1,835 

8,895 -7,405 -286 -861 9,123 1,388 2,385 

11,497 -8,851 -559 -1,713 20,532 4,562 5,499 

17,979 -9622-373 -1,563 8,617 1,219 3,125 

4,544 -2,845 -179 -534 5,918 1,197 1,874 

8,754 -6,130 -509 -1,571 19,291 5,976 8,247 

13,033 -8,350 -592 -2,502 3,014 890 2,530 

20,105 -15,693 -1,069 -1,822 7,186 1,837 1,845 

10,823 -6,660 -2,205 -3,219 19,814 9,547 10,141 
9,773 -5,816 -946 -1,461 9,677 3,957 2,920 

10,381 -15,166 -3,837 -5,676 3,897 2,503 1,552 

24,309 -17,395 -8,781 -8,878 11,382 11,523 9,322 

自区内で就業 市内他区から就業 府内他市町村から就業 他府県から就業
（凡例）

夜間人口

昼間人口

○中京区・下京区・南区では，市外からの流入数が多い。
○山科区・右京区・⻄京区・伏見区では，区外への流出数が多い。

（人）

39

【昼夜間人口】就業者人口《行政区別・市内居住者の就業地比率》（H27）

自区内で就業市内他区で就業府内他市町村で就業他府県で就業

○女性は概ね半数以上が自区内で就業している。
○男性の⽅が京都市外で働く割合が高い。

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」
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【昼夜間人口】就業者人口《行政区別・市内就業者の居住地比率》（H27）

自区内に居住 市内他区に居住 府内他市町村に居住 他府県に居住

○都心部では，自区外からの就業者の割合が高い。

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」
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【昼夜間人口】就業者人口《年齢別・市内居住者の就業地比率》（H27）

○高齢者は自区内で就業している割合が高い。
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年齢別の夜間人口・昼間人口 年齢別の市内居住者の就業地比率
50％

資料）総務省「国勢調査（平成27年）」

38360-34908-5640-10863 34908 12538 21577

43007-46459-8003-13899 46459 17359 21489

30190-7741
-943

-1266
10059

2666
2680

59069-54056-10199-16975 54056 20603 23846

51059-41760-7717-12770 41760 15431 18607

52700-28766-4426-6105 28766 11291 10369

市内他区で就業府内他市町村で就業他府県で就業 自区内で就業 市内他区から就業 府内他市町村から就業 他府県から就業

（凡例）
夜間人口

昼間人口

（人）
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住
地

）
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資料）総務省「国勢調査（平成22年，27年）」 43
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資料）総務省「国勢調査（平成22年，27年）」
※就業者人口の流出入により集計
※就業者人口には「通学のかたわら，アルバイトなどの仕事をした場合」を含んでいる。 44


